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第１編 計画の目的 

・富士吉田市立病院（以下「当院」という。）は、富士山の麓である富士北麓地域の唯

一の自治体病院であり、大規模災害時の災害拠点病院に指定され、地域の基幹病院と

しての役割を担っている。

  近年の富士山に関する各種調査研究により、新たな火口跡（雁ノ穴）の発見等、数々

の科学的知見が得られた結果、令和３年３月に富士山ハザードマップが改定された。

これにより当院は、改定後の想定火口範囲から概ね２km に位置し、市街地への溶岩

流の到達が３時間以内と予想されるため、富士山噴火時に当院を利用している患者及

び職員の生命及び身体の安全を確保することを目的に、避難確保計画を作成する。 

・本計画は、当院の利用者（入院患者、外来患者、付き添い者、お見舞い者等）及び当

院に勤務する者に対して、富士山の噴火時等における当院として実施する施設内の防

災対応や災害対策本部体制を定め、避難準備や避難を円滑かつ迅速に実施できるよう、

国・県・市や関係機関との連携を図り進めていくものである。なお院内患者の施設外

への転搬送等についての避難計画は、富士山火山広域避難計画等との整合を図りつつ、

別途作成するものとし、本計画は訓練等を通じて課題を抽出し、改定を随時行うこと

とする。
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第２編 当院のおかれた状況 

■ 施設に影響のある火山現象

・当院は、想定火口範囲から約２km圏内に位置し、施設に最も影響のある火山現象は溶

岩流であり、施設周辺には最短２時間で到達する可能性がある。 

富士吉田市立病院 

約 2km 

大きな噴石・溶岩流・融雪型火山泥流（積雪期）・降灰に警戒！ 

特に警戒すべき
想定火口範囲 

4km 

想定火口 
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富士吉田市立病院 
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富士吉田市立病院 
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降灰 

H 
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■ 当院の立地特性と必要な防災対応（噴火前・噴火後）

・当院は、想定火口範囲から約２㎞圏内に位置しており、噴火警戒レベル４より規制

範囲内となる。このため、噴火警戒レベル４より院内患者の転搬送を開始（ただし

患者数が多数に及ぶことから噴火警戒レベル３より準備開始）する。

図 ２-１ 当院の立地特性と必要な防災対応（噴火前・噴火後） 

※富士山では、過去に山頂以外にも山腹斜面の広い範囲から噴火したことから、噴火前に火口位置の特定が困難なため、
噴火するまでは火口周辺の警戒すべき範囲を設定しにくい特徴がある。そのため、噴火警戒レベルの運用として、火
山活動に高まりがみられた場合には、平常時のレベル１（活火山であることに留意）から、レベル２（火口周辺規制）

を飛ばして、レベル３（入山規制）に上げることとしている。

また、これらの噴火警戒レベルの運用とともに、富士山の地下で基準値以上の火山性地震が多発したり地殻変動が生
じるなど火山活動に変化が見られた場合には、気象庁から「火山の状況に関する解説情報（臨時）」が発表され、火山
活動の状況が周知される。
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第３編 避難確保計画の対象とすべき人数及び範囲 

■避難確保計画の対象とすべき人数

・当院において避難確保を行うべき対象は、原則として当院に勤務する者、当院の利

用者とする。なお、避難を確保すべき者の想定人数等は、以下のとおりである。

表 ３-１ 避難を確保すべき利用者等 

（平日日中のピーク時 10時頃を想定） 

避難を確保すべき対象 

職員数 利用者数 

466人 600人 

内訳（医師 49、看護師 161、コメディカル 88、事

務員 52、委託事務 42、委託業者 69、中央監視５） 

外来 400人 入院 200人 

表 ３-２ 避難を確保すべき利用者等 

（休日日中のピーク時 10時頃を想定） 

避難を確保すべき対象 

職員数 利用者数 

102人 250人 

内訳（医師１、看護師 60、コメディカル３、事務

員０、委託事務３、委託業者 31、中央監視４） 

外来 50 人 

(透析患者含む) 

入院 200人 

表 ３-３ 避難を確保すべき利用者等 

（夜間透析日の 20時頃を想定） 

避難を確保すべき対象 

職員数 利用者数 

44人 250人 

内訳（医師２、看護師 27、コメディカル５、事務

員０、委託事務２、委託業者６、中央監視２） 

外来 50 人 

(透析患者含む) 

入院 200人 

表 ３-４ 避難を確保すべき利用者等 

（夜間非透析日の 20時頃を想定） 

避難を確保すべき対象 

職員数 利用者数 

39人 205人 

内訳（医師１、看護師 27、コメディカル３、事務

員０、委託事務２、委託業者４、中央監視２） 

外来 ５人 入院 200人 
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■入院患者内訳

・富士吉田市立病院の 2020年の 1年間の 1日の入院患者数を抽出。

〇平均値 担送 50人 護送 80人 独歩 50人 

〇入院合計 187人（うち新生児 6.06人） 

うち人工呼吸器使用者 約３人 

■避難確保計画の対象範囲

・当院において避難確保を行うべき対象範囲は、原則として当院敷地内とする。

図 ３-１ 施設周辺の地図 
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第４編 防災体制 

・富士山の火山活動が活発化した場合の当院における防災体制は、以下のとお

りである。

■ 体制の関係表

防災体制 当院の班組織 状況 

災害対策本部体制 以下の班体制をとる。 

・統括責任者：院 長 

・情 報 班：管 理 課

・避難誘導班：看 護 部

・外部連絡班：管 理 課

・記 録 班：医 事 課

・医 療 班：医 師 

・搬送調整班：D M A T

・資 機 材 班：管理課財務担当

・院内施設班：管理課施設担当

中 央 監 視 

事前に噴火警戒レベルが引

き上げられないまま居住地

域に影響を及ぼす噴火に至

った場合 

噴火警戒レベルの引き上げ

等に対応した立入規制等に

より、避難が必要となった

場合 

噴火警戒レベルの引き上げ

等があっても立入規制の範

囲外で避難を必要としない

場合 

情報伝達体制 以下の班体制をとる。 

・統括責任者：院 長 

・情 報 班：管 理 課

・医 療 班：副 院 長

噴火警戒レベル１の状態で

火山の状況に関する解説情

報（臨時）等が発表された場

合 
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■ 体制の関係図

施設 富士吉田市立病院 

統括管理者 院長 ・施設の統括

（夜間） 当直医師 

情報班 

（班長） 

事務長 ・火山活動情報の収集・伝達

・交通規制等道路情報、公共交通情報の

収集・伝達 

・施設の避難状況集約

・院内医療システム内情報の遠隔地保管

の調整 

（夜間班長） 当直放射線技師 

避難誘導班（班長） 看護部長 ・患者の状態把握と管理

・院内搬送の調整と誘導

・必要な医療行為の準備と遂行

（夜間班長） 当直看護師長 

外部連絡班（班長） 管理課長 ・県・市との連絡調整

・各種団体・機関との連絡調整（夜間班長） 当直検査技師 

記録班（班長） 医事課長 ・経過記録の作成と管理

・患者情報提供書類などの整理と管理 （夜間班長） 当直事務 

医療班（班長） 副院長 ・医療の制限の決定

・必要な医療行為の継続

・患者重症度判定と搬送順位の決定

・患者情報提供書の作成

・搬送中必要な治療方針の決定

（夜間班長） 当直看護師 

搬送調整班（班長） 院内 DMAT医師 ・搬送手段の調整 

・搬送先の調整 

・搬送前の書類、物品、搬送先などのチ

ェック 

・搬送完了の確認 

（夜間班長） 当直看護師 

資機材班（班長） 管
理
課
財
務
担
当 

・医療機器部

門：臨床工学

科長

・医薬品部

門：薬剤科長

・搬送時に必要な医療機材（シリンジポ

ンプ、酸素ボンベ等）の手配と管理

・搬送時使用もしくは携帯する薬剤の手

配と管理 

（夜間班長） 当直薬剤師 

院内施設班（班長） 管理課施設担当 ・避難後ライフラインの停止

・施設閉鎖、施錠の確認（夜間班長） 中央監視 

院外搬送班（班長） 副院長 ・搬送先への患者搬送と車内での患者管

理 

・患者搬送完了の確認と報告

（夜間班長） 当直看護師 
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・統括管理者が不在の場合等の代理者優先順位は以下のとおりである。

代表者優先順位 

１ 事務長 

２ 副院長 

３ 看護部長 

４ DMAT医師もしくは救急医療委員長 

５ 事務次長 

６ 管理課長 

７ 医事課長 

８ 看護副部長 

９ 診療統括科長 

■ 各体制の所属部門

班体制 所属部門 

・情報班 ・管理課

・避難誘導班 ・病棟：病棟看護師、リハビリテーション科、臨床検

査科、放射線技術科、看護助手

・外来：外来看護師、委託事務

・外部連絡班 ・管理課

・記録班 ・医事課、地域連携室

・医療班 ・医師

・外来看護師

・搬送調整班 ・院内 DMAT、管理課、医事課

・資機材班 ・管理課財務担当、臨床工学科、薬剤科

・院内施設班 ・管理課施設担当、中央監視

・院外搬送班 ・医師、病棟看護師、外来看護師、医事課
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■ 災害状況と体制の関係表

表 ４-１ 災害状況と体制の関係表 

状況 体制 
災害対策 

本部 

参集 

職員 

診療

体制 
手術 外来 透析 

事前に噴火警戒レベルが引

き上げられないまま居住地

域に影響を及ぼす噴火に至

った場合 

（噴火警戒レベル５） 

病院避難 立ち上げ 全職員 避難

体制 

中止 中止 中止 

噴火警戒レベルの引き上げ

等に対応した立入規制等に

より、避難が必要となった

場合 

（噴火警戒レベル４） 

病院避難 立ち上げ 全職員 避難

体制 

中止 中止 中止 

噴火警戒レベルの引き上げ

等があっても立入規制の範

囲外で避難を必要としない

場合 

（噴火警戒レベル３） 

病院避難

準備 

診療制限 

立ち上げ ・医師 

各科責任医

師 

・看護師 

副師長以上 

・ｺﾒﾃﾞｨｶﾙ

科長以上 

・事務 

主幹以上 

入院

数の

制限 

本部

判断

によ

り予

定手

術の

延期 

診療 

制限 

診療 

制限 

噴火警戒レベル１の状態

で火山の状況に関する解

説情報（臨時）等が発表さ

れた場合 

通常診療 必要に応

じ立ち上

げ 

必要に応じ

本部幹部構

成員 

通常

診療 

通常

手術

実施 

通常 

診療 

通常 

診療 

噴火警戒レベル１ 通常診療 なし なし 通常

診療 

通常

手術

実施 

通常 

診療 

通常 

診療 

＜噴火警戒レベル３の場合＞ 

・病院避難準備とは、入院患者の情報収集と分析、搬送計画準備、資機材準備、受入病院連絡調整

などを行い、噴火警戒レベル４発表となった際に、即避難・搬送が出来るように準備する。

・院内災害対策本部にて、継続的な噴火情報収集活動を行う。

＜噴火警戒レベル１の状態で火山の状況に関する解説情報（臨時）等が発表された場合＞ 

・院内災害対策本部の設営が無かったとしても継続的な噴火情報収集活動を行う。
※富士山では、過去に山頂以外にも山腹斜面の広い範囲から噴火したことから、噴火前に火口位置の特定が困難なた
め、噴火するまでは火口周辺の警戒すべき範囲を設定しにくい特徴がある。そのため、噴火警戒レベルの運用とし
て、火山活動に高まりがみられた場合には、平常時のレベル１（活火山であることに留意）から、レベル２（火口

周辺規制）を飛ばして、レベル３（入山規制）に上げることとしている。
また、これらの噴火警戒レベルの運用とともに、富士山の地下で基準値以上の火山性地震が多発したり地殻変動が
生じるなど火山活動に変化が見られた場合には、気象庁から「火山の状況に関する解説情報（臨時）」が発表され、

火山活動の状況が周知される。
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第５編 情報伝達および避難誘導 

■ 火山の状況の推移に対する当院の対応表

状況の推移 当院の対応 

①事前に噴火警戒レベルが引き上げられ

ないまま居住地域に影響を及ぼす噴火

に至った場合

（噴火警戒レベル５） 

・災害対策本部体制

・情報の収集

・職員の参集

・利用者等への伝達

・県（保健医療救護対策本部）、市との

協議 

・避難対象地域外への避難

②噴火警戒レベルの引き上げ等に対応し

た立入規制等により、避難が必要とな

った場合

（噴火警戒レベル４） 

・災害対策本部体制

・情報の収集

・職員の参集

・利用者等への伝達

・県（保健医療救護対策本部）、市との

協議 

・避難対象地域外への避難

③噴火警戒レベルの引き上げ等があって

も立入規制の範囲外で避難を必要とし

ない場合

（噴火警戒レベル３） 

・災害対策本部体制

・情報の収集

・職員の参集

・利用者等への伝達

・避難の準備

④噴火警戒レベル１の状態で火山の状況

に関する解説情報（臨時）等が発表さ

れた場合※

・情報の収集

・利用者等への伝達

※富士山では、過去に山頂以外にも山腹斜面の広い範囲から噴火したことから、噴火前に火口位置の特定が困難なため、

噴火するまでは火口周辺の警戒すべき範囲を設定しにくい特徴がある。そのため、噴火警戒レベルの運用として、火
山活動に高まりがみられた場合には、平常時のレベル１（活火山であることに留意）から、レベル２（火口周辺規制）
を飛ばして、レベル３（入山規制）に上げることとしている。

また、これらの噴火警戒レベルの運用とともに、富士山の地下で基準値以上の火山性地震が多発したり地殻変動が生
じるなど火山活動に変化が見られた場合には、気象庁から「火山の状況に関する解説情報（臨時）」が発表され、火山
活動の状況が周知される。
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5.1 噴火警戒レベルの引上げ等があっても立入規制の範囲外で避難を必要としない場

合、または噴火警戒レベル１の状態で火山の状況に関する解説情報（臨時）等が発

表された場合  

A）：噴火警戒レベル１の状態で火山の状況に関する解説情報（臨時）等が発表された場合 

・情報の収集

対応事項 内容 

富士吉田市との協議 ・管理課が富士吉田市と以下の情報を共有し、避難などの実

施について協議を随時実施する。

・当院が把握している火山活動の状況

・気象台・専門家等から得られる今後の火山活動の推移等

・入院患者の情報、（独歩、護送、担送の）内訳等

夜間休日の場合 

・翌日まで保留とする。

・利用者等への伝達

対応事項 内容 

職員への伝達 ・院長が臨時災害対策会議（＃１）を開催し、各部署の責任

者へ現在の情報を提供する。

・各部署の責任者は各部署職員へ情報の報告をする。

・管理課担当者が安否確認メールで全職員に情報と会議内容

を配信する。

夜間休日の場合 

・夜間臨時総括管理者である当直医師が総括管理者である院

長に噴火警戒レベル１の状態で火山の状況に関する解説情

報（臨時）が出たことを報告する。

・夜間臨時総括管理者である当直医師の指示で当直事務が管

理課コール番に連絡し、安否確認メールで噴火警戒レベル

１の状態で火山の状況に関する解説情報（臨時）が発表さ

れたことの報告と翌日の臨時災害対策会議（＃１）開催の

連絡を行う。

患者への伝達 ・管理課が院内放送を使用し、当院が把握した情報を提供す

る。

夜間休日の場合 

・翌日まで保留とする。

患者家族への伝達 ・患者本人が家族に現状と搬送の必要性がある旨を連絡す

る。

・自分で家族への連絡が困難な人は職員が代行する。

＃１：メンバーは災害対策マニュアルのフェーズ１に準じ、災害対策本部幹部構成員
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および各部署責任者とする。 

B）：噴火警戒レベル３の場合 

・防災体制の確立

対応事項 内容 

災害宣言 ・噴火警戒レベル３となった場合に、院長が災害宣言を行う。

・それに伴い院内放送で職員、利用者に災害モードに入ることを知

らせる。院長不在の際は優先順位に沿って代理の本部長が宣言と

する。 

・夜間休日の場合は当直医師が本部長となる。

本部構成員の召集 ・管理課が院内放送で本部幹部構成員を招集する。

・なお夜間休日の場合は当直事務が当直帯院外連絡網（＃2）を使

用し電話で召集する。

災害対策本部の設置 ・災害対策本部構成員が医事課会議室に本部を設置する。

組織図の作成 ・本部員が各役職の氏名を記入した組織図を張り出す。

経過記録（クロノ

ロ）の作成

・災害対策本部記録係が災害発令からの経過記録を行う。

搬送計画の確認 ・災害対策会議で搬送計画の検討、確認を行う。

・県、市との搬送計画に関する協議結果は再度会議を開き報告し、

情報の共有を図る。

本部の継続 ・初回災害対策本部会議後は噴火警戒レベルの引き上げがない限り

は１日１回の院内状況の確認と情報確認を行うのみとし、必要に

応じて本部長が本部会議を適宜開催する。

＃2：災害対策マニュアル付録集 付録 2-1、2-2 参照 

・情報の収集

対応事項 内容 

富士吉田市との協議 ・外部連絡班が院内災害対策本部が設置されたことを報告

・富士吉田市と以下の情報を共有し、避難などの実施について外部

連絡班の担当者や必要に応じ本部長が協議を随時実施する。

・当院が把握している火山活動の状況

・気象台・専門家等から得られる今後の火山活動の推移等

・当院の入院患者状況（担送、護送、独歩人数など）

・搬送手段、搬送経路（搬送優先道路を含む）、搬送先の協議

・山梨県医務課との協議内容の報告

富士東部保健所との

協議 

・外部連絡班が院内災害対策本部が設置されたことを報告

・富士吉田市との協議内容の報告

山梨県医務課との協

議 

・外部連絡班が院内災害対策本部が設置されたことを報告

・富士吉田市との協議内容の報告
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・利用者等への伝達

対応事項 内容 

職員への伝達 ・院長が災害対策会議を開催し、以下の情報につき説明、協

議する。

・富士山噴火状況(気象庁情報など)の説明。

・関係機関(国、県（医務課）、市)などの体制、状況説明。

・院内災害対策本部などの院内病院体制、連絡系統、フェ

ーズ方針の説明。

・予定手術の延期、外来、入院の一部制限、透析の一部制限

など各診療業務、各部署業務の中止・延期・対応方法など

を説明し、職員に対応してもらう。

・管理課が安否確認メールで全職員に情報と会議内容を配信

する。

・各部署の責任者は各部署職員へ会議内容の報告をする。

患者への伝達 ・院内放送を使用し当院が把握した情報を提供する。

文言「コードブラウン。コードブラウン。（市の防災行政

放送の文言とあわせる。）当院では災害対策本部を設置し

県並びに市と連携し対応を開始しております。患者様は職

員の指示に従って行動してください。なお退院を希望され

る方は病棟看護師に申し出てください。」

・外来患者に関しては市防災行政放送、CATV、市防災アプ

リ、病院ホームページ、当院正面玄関前のデジタルサイネ

ージなどで病院の体制を伝達する。

外来透析患者への透

析に関する伝達 

・透析患者にネットワークで決められた噴火後の透析先を伝

達する。 

患者家族への伝達 ・患者本人が家族に現状と搬送の必要性がある旨を連絡す

る。

・自分で家族への連絡が困難な人は職員が代行する。
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・避難の準備

対応事項 内容 

入院情報提供書等の

作成 

・全医師は搬送に備え担当入院患者の入院情報提供書の作成を行

う。 

・薬剤師は入院患者の服薬情報書の準備を行う。

入院患者の重症度確

認 

・各病棟師長は看護区分の一覧表作成と重症患者のピックアップと

状態把握、使用している医療機材の把握を行い、看護部長に報告

する。 

・災害対策本部では全入院患者の状態と使用機材の把握をし、搬送

手段の計画を立てる。

退院希望者の退院 ・各病棟師長は退院を希望する患者を確認、担当医に許可を得た上

で退院の手続きを事務、看護師に指示する。

搬送計画の確認、検

討 

・災害対策本部では県（医務課）、市との間で協議した搬送手段、

搬送経路（搬送優先道路を含む）、搬送先を確認、搬送計画を検

討する。 

重症患者の事前搬送 ・看護部長は災害対策本部の診療部門長である副院長に重症患者の

人数と状態を報告し、災害対策会議で事前搬送につき協議を行

う。 

予定手術の制限 ・各担当医は予定手術の延期手配を行う。

入院数の制限 ・入院患者数の上限を設ける。

・重症患者の入院はできる限り被災エリア外の病院への入院を勧め

る。 

外来診療の制限 

透析患者の情報提供

準備 

・県内透析ネットワークで情報共有と患者の分散計画を進める。

・透析患者にネットワークで決められた噴火後の透析先を伝えてお

く。 

搬送時必要品の準備 ・臨床工学技士、薬剤師、各病棟看護師は災害対策本部で集約され

た入院患者情報を元に搬送時に必要となる機材、薬品、物品のリ

ストアップと準備を行う。
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5.2 噴火警戒レベルの引上げ等に対応した立入規制等により、避難が必要となった場

合 

・防災体制の確立

対応事項 内容 

本部構成員の召集 ・管理課が院内放送で噴火警戒レベルが引き上げられたことを伝

え、本部幹部構成員を招集する。

・夜間休日の場合は当直事務が当直帯院外連絡網（＃2）を使用し

電話で召集する。 

避難行動の決定 ・本部は得られた火山情報から避難行動の開始を決定する。

・避難が決定したら管理課は安否確認メールで全職員に参集指示を

出し、病院避難を行うことを伝える。

班ごとの活動の計画 ・各班の責任者は班員へ具体的行動の指示を出す。

広域災害救急医療情

報システム（EMIS）

入力 

院内DMAT隊員が 

・EMIS緊急時入力、詳細入力を行う。

・適宜状態を入力更新し、現在の病院状態を伝える。

＃2：災害対策マニュアル付録集 付録 2-1、2-2 参照 

・情報の収集

対応事項 内容 

富士吉田市との協議 ・富士吉田市と以下の情報を共有し、避難活動を実施する。

・気象台、専門家等から得られる今後の火山活動の推移等

・搬送に関する情報（経路、施設、車両など）

・当院の入院患者の搬送状況

・山梨県（保健医療救護対策本部）との協議内容の報告（適時） 

山梨県（保健医療救

護対策本部）との協

議 

・外部連絡班が院内災害対策本部が設置されたことを報告

・外部連絡班が避難対象地域外の受入れ先について情報を収集

・富士吉田市との協議内容の報告

EMIS確認 院内DMAT隊員が 

・DMATによる支援活動状況を確認。

・利用者等への伝達

対応事項 内容 

職員への伝達 ・災害対策会議を開催し、以下の情報につき説明、協議する。

・富士山噴火状況(気象庁情報など)の説明。 

・関係機関(国、県（保健医療救護対策本部）、市)などの体制、状

況説明。 

・院内災害対策本部などの院内病院体制、連絡系統、フェーズ方

針の説明。 
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対応事項 内容 

・病院避難を開始することを説明し、今後の手術の中止、外来の中

止、透析の中止など各診療業務、各部署業務の中止を指示し、職

員に対応してもらう。

・管理課が安否確認メールで全職員に病院避難を行うこと、全職員

参集の指示を配信する。

・各部署の責任者は各部署職員へ会議内容の報告をする。

患者への伝達 ・院内放送を使用し当院が把握した情報を提供する。

文言「コードブラウン。コードブラウン。（市の防災行政放送の

文言とあわせる。）当院では災害対策本部が県並びに市と連携し

対応を行い、避難に向けての準備を開始いたします。患者様は職

員の指示に従って行動してください。なおご自身での退院を希望

される方は病棟看護師に申し出てください。」

・外来患者に関しては市防災行政放送、CATV、市防災アプ

リ、病院ホームページ、当院正面玄関前のデジタルサイネ

ージなどで病院の体制を伝達する。

外来透析患者への伝

達 

・伝言ダイヤルを利用し、当院が避難になったこと、事前に伝えた

病院で透析していただくことを確認していただく。

患者家族への伝達 ・患者本人が家族に現状と搬送の必要性がある旨を連絡する。

・自分で家族への連絡が困難な人は職員が代行する。

・県（保健医療救護対策本部）、市との協議

対応事項 内容 

搬送活動の確認 外部連絡班が 

・県（保健医療救護対策本部）に搬送先を確認 

・県（保健医療救護対策本部）、市に搬送用優先道路を含む搬送経路

の確認。 

・搬送車両の確認 

搬送支援組織の要請 外部連絡班が 

・県（保健医療救護対策本部）に自衛隊、消防、警察、DMATなどの

支援組織の要請を依頼する。 

遠隔地での当院医療

システム仮本部の設

置

情報班は 

・県（保健医療救護対策本部）との協議で噴火被害のない施設に当

院医療システム仮本部を設置し、あらかじめ１日１回所定の遠隔

地にバックアップしている当院医療PCシステムを復旧させる。

仮本部設置は県内が望ましいが、被害状況によっては県外地も検

討する。 
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・避難対象地域外への避難

対応事項 内容 

入院患者情報提供書

の準備 

・医事課はあらかじめ作成しておいた入院患者情報書、服薬情報書を印刷し、

患者元に準備する。

自主避難希望患者の

確認 

・病棟看護師はほぼ退院可能な状態の患者で、緊急での家族のお迎えが可能

で、家族のお迎えで避難を希望される患者を確認し病棟師長に報告する。

・各病棟師長は避難誘導班長である看護部長に報告し、本部長の許可の下に退

院とする。 

外来患者の避難誘導 ・外来看護師の誘導で外来患者は可能な限り自身もしくは家族での自主避難を

促す。どうしても自主避難できない人を外来患者待機所（＃3）に集め、状態

確認と搬送区分（担送、護送、独歩）を行う。外来師長は情報をまとめ看護

部長へ報告する。 

搬送必要人数の確認 ・看護部長は入院患者、外来在院患者の状況をまとめ搬送必要人数を区分ごと

にまとめる。 

搬送先の決定 ・市、県（保健医療救護対策本部）と協議し指定された避難場所へ避難する。 

搬送手段の手配 ・市、県（保健医療救護対策本部）と協議し指定された車両で避難する。

搬送経路の確認 ・市、県（保健医療救護対策本部）と協議し指定された避難経路で避難する。 

搬送時必要品のセッ

ト 

・資機材班は事前の患者情報でリストアップされた医療資機材と薬剤をセットし、医療

班に最終確認を得る。 

搬送順位の決定 ・医療班長が全入院患者の状態確認の上、搬送の順位を決定する。 

院内搬送チームの編

成、搬送 

・避難誘導班が搬送順位に従って本部から連絡を受けた患者を病棟から順次ロ

ビーまで下ろす。 

・搬送調整班が玄関前で患者情報提供書、薬剤情報書、医療資機材、搬送先の

チェックを行う。 

・避難誘導班が搬送車両に乗車させる。

院外搬送チームの編

成、搬送 

・院外搬送班はチーム編成を行い、患者搬送中の状態観察を行う。

・重症者は原則担当科の医師と看護師各１名ずつが同乗する。

・担送患者は約５名につき医師１名、看護師２名。護送患者は約10名につき

医師１名、看護師３名。独歩患者は約20名につき看護師２名とする。

・出発前に乗車患者の情報を確認する。

・搬送先到着時は当院本部に連絡をする。

搬送状況の確認と記録 ・搬送調整班は搬送状況の確認と記録を行い、搬送先到着確認を行う。 

患者情報の確保 ・情報班は患者画像情報の保存テープを取り出し、当院医療システム仮本部へ

移送しデータ保存する。

職員避難 ・全患者の搬送が完了後、在院している職員は自部署の長に報告をし避難もし

くは帰宅を開始する。

病院閉鎖の準備 ・貴重品などの施錠をする。

・中央監視と管理課施設担当がライフラインの停止と施設施錠を行う。

・各部署長は残存者の有無の確認をする。院長へ報告をする。

＃3：災害対策マニュアル付録集 付録 10-1-1（1）、10-1-2参照 
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5.3 事前に噴火警戒レベルが引き上げられないまま居住地域に影響を及ぼす噴火に至

った場合 

・当院は、原則として利用者等の避難対象地域外への避難を念頭に必要な措置を講じ

るものとする。ただし、火口位置や噴火の時間帯など、避難面での制約が大きいと

判断したときには、関係機関の救援、救助までの間、施設内での緊急退避を継続す

る必要がある。

図 ５-１ 突発的な噴火時における初動フロー 
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以下は、溶岩流が当院に到達する可能性がある火口から噴火した場合を想定した行動で

ある。 

・防災体制の確立

対応事項 内容 

本部構成員の召集 ・管理課が院内放送で噴火が起こったことを伝え、本部幹部

構成員を招集する。

・なお夜間休日の場合は当直事務が当直帯院外連絡網（＃

2）を使用し電話で召集する。

富士山側の病棟から

の一時避難 

・病棟看護師は富士山側（南側）の部屋の患者を噴石飛来に

備え、窓から離すか廊下もしくは北側の病室に移動させ

る。

避難行動の決定 ・本部は得られた火山情報から避難行動の開始を決定する。

・避難が決定したら管理課は安否確認メールで全職員に参集

指示を出し、病院避難を行うことを伝える。

班ごとの活動の計画 ・各班の責任者は班員へ具体的行動の指示を出す。

EMIS入力 院内 DMAT隊員が 

・EMIS緊急時入力、詳細入力を行う。

・適宜状態を入力更新し現在の病院状態を伝える。）

＃2：災害対策マニュアル付録集 付録 2-1、2-2 参照 

・情報の収集

対応事項 内容 

富士吉田市との協議 ・富士吉田市と以下の情報を共有し、避難活動を実施する。

・噴火位置と溶岩流到達の確認

・気象台、専門家等から得られる今後の火山活動の推移等

・搬送に関する情報（経路、避難場所、車両など）

・当院の入院患者の搬送状況

・山梨県（保健医療救護対策本部）との協議内容の報告（適時）

県（保健医療救護対

策本部）との協議 

・外部連絡班は院内災害対策本部が設置されたことを報告

・外部連絡班は避難対象地域外の受入れ先について情報を収集

・富士吉田市との協議内容の報告
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・利用者等への伝達

対応事項 内容 

職員への伝達 ・災害対策会議を緊急開催し、以下の情報につき説明、協議する。 

・富士山噴火状況(気象庁情報など)の説明。 

・関係機関(国、県（保健医療救護対策本部）、市)などの体制、

状況説明。 

・院内災害対策本部などの院内病院体制、連絡系統の説明。

・病院避難を開始することを説明し、ただちに手術の中止、外来の

中止、透析の中止など各診療業務、各部署業務の中止を指示し、

職員に対応をしてもらう。

・管理課が安否確認メールで全職員に病院避難を行うこと、全職員

参集の指示を配信する。

・各部署の責任者はただちに各部署職員へ会議内容の報告をする。 

患者への伝達 ・院内放送を使用し当院が把握した情報を提供する。

文言「コードブラウン。コードブラウン。（市の防災行政放送の

文言とあわせる。）当院では災害対策本部が県並びに市と連携し

対応を行い、避難を開始いたします。患者様は職員の指示に従っ

て行動してください。なおご自身での退院を希望される方は病棟

看護師に申し出てください。」

・外来患者に関しては市防災行政放送、CATV、市防災アプ

リ、病院ホームページ、当院正面玄関前のデジタルサイネ

ージなどで病院の体制を伝達する。

外来透析患者への伝

達 

・伝言ダイヤルを利用し、当院が避難になったこと、事前に伝えた

病院で透析していただくことを確認していただく。

患者家族への伝達 ・患者本人が家族に現状と搬送の必要性がある旨を連絡する。

・市防災行政放送、CATV、市防災アプリ、病院ホームページ

などで病院の体制を伝達する。

・自分で家族への連絡が困難な人は職員が代行する（事後でもよい）。 

・県（保健医療救護対策本部）、市との協議

対応事項 内容 

搬送活動の確認 外部連絡班が 

・県に搬送先を確認。

・県、市に搬送用優先道路を含む搬送経路の確認。

・搬送車両の確認。

搬送支援組織の要請 外部連絡班が 

・県に自衛隊、消防、警察、DMATなどの支援組織の要請を依頼する。 

遠隔地での当院医療シ

ステム仮本部、避難後

の災害対策仮本部の設

置 

情報班は 

・県との協議で噴火被害のない施設に当院医療システム仮本部を設

置し、あらかじめ１日１回所定の遠隔地にバックアップしている

当院医療PCシステムを復旧させる。同施設を病院避難後は災害

対策仮本部とし、今後の指示に当たる。仮本部設置は県内が望ま

しいが、被害状況によっては県外地も検討する。
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・避難対象地域外への避難

対応事項 内容 

入院患者の状態安定

化 

・担当医師と病棟看護師は、患者の状態の安定化をはかり、ただち

に搬送ができるように点滴や医療機器の準備をする。医療機器は

原則現在使用しているものをそのまま使用する。足りない医療機

器は資機材班である臨床工学技士に、薬剤は資機材班である薬剤

師に依頼する。 

自主避難希望患者の

確認 

・病棟看護師はほぼ退院可能な状態の患者で、緊急での家族のお迎え

が可能で、家族のお迎えで避難を希望される患者を確認し病棟師長

に報告、各病棟師長は避難誘導班長である看護部長に報告し、本部

長の許可の下に退院とする。 

外来患者の避難誘導 ・外来看護師の誘導で外来患者は可能な限り自身もしくは家族での自主

避難を促す。どうしても自主避難できない人を外来患者待機所（＃3）

に集め、状態確認と搬送区分（担送、護送、独歩）を行う。外来師長

は情報をまとめ看護部長へ報告する。 

搬送必要人数の確認 ・看護部長は入院患者、外来在院患者の状況をまとめ搬送必要人数

を区分ごとにまとめる。 

搬送先の決定 ・市、県（保健医療救護対策本部）と協議し指定された避難場所へ

避難する。 

搬送手段の手配 ・本部は院内各部署にワンボックスやミニバンに乗車している職員

をリストアップしてもらい、重傷者、担送者の搬送用に使用す

る。 

・ワンボックスやミニバン以外の職員の車は護送患者、独歩患者用

に使用する。 

搬送経路の確認 ・市、県（保健医療救護対策本部）と協議し指定された避難経路で

避難する。 

搬送時必要品のセッ

ト 

・資機材班は担当医師から指示を受けた医療資機材、薬剤をセット

する。 

搬送順位の決定 ・搬送先が決定後医療班長は搬送準備ができた患者から順次搬送さ

せる。 

院内搬送チームの編

成、搬送 

・避難誘導班は避難準備ができた患者の報告を本部に行い、本部か

ら許可を得られれば病棟から順次ロビーまで下ろす。 

・搬送調整班は玄関前で患者名、携帯する医療資機材、搬送先のチ

ェックを行う。 

・避難誘導班が搬送車両に乗車させる。担送患者は布団のまま車両

に乗車させる。 

院外搬送チームの編

成、搬送 

・院外搬送班はチーム編成を行い、患者搬送中の状態観察を行う。

運転は極力医師、看護師以外の職員が行う。 

・重症者は原則担当科の医師と看護師各１名ずつが同乗する。 

・担送患者は医師もしくは看護師１名が同乗する。 

・護送患者は１台に２名乗車し、医師もしくは看護師もしくはコメデ

ィカルが１名同乗する。 

・独歩患者は１台に３名以上乗車し、必要ならコメディカルが１
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対応事項 内容 

名同乗する。 

・出発前に可能な限り乗車患者の情報を確認する。 

・搬送先到着時は当院本部に連絡をする。 

搬送状況の確認と記

録 

・搬送調整班は搬送状況の確認と記録を行い、搬送先到着確認を行

う。 

患者情報の確保 ・情報班は患者画像情報の保存テープを取り出し、当院医療システ

ム仮本部へ移送しデータ保存する。 

職員避難 ・全患者の搬送が完了後、在院している職員は自部署の長に報告を

し、避難もしくは帰宅を開始する。 

対策本部の移転 ・本部長は当院医療システム仮本部の場所に本部を移転することを

全職員に連絡するよう管理課に指示する。 

・管理課担当者は安否確認メールで本部移転、仮本部の電話番号な

どを全職員に伝える。 

・仮本部に本部幹部職員は参集し職員、避難患者の状態把握に努め

る。 

・外部連絡班は搬送終了、本部移転、仮本部の電話番号を県、市の関

係各部署に連絡する。 

・全職員は安否確認メールで自身の安否と搬送患者の安否の報告を

する。 

・仮本部は患者の搬送先を確認し、患者情報の提供を行う。 

＃3：災害対策マニュアル付録集 付録 10-1-1（1）、10-1-2参照 

・関係機関連絡先一覧 

は第８編に記載
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第６編 資器材の配備 

■ 当院の保有設備、資器材、備蓄物資等の状況

・保有設備、資器材、備蓄物資

当院で保有する、避難の際に使用できる設備・資器材、備蓄物資は、下表のとおりである。

資機材班班長（管理課財務担当）は、日頃からこれらの資器材等の使用方法並びに保管場

所を施設の職員に周知し、また、その維持管理に努めるものとする。 

 院内施設班班長（管理課施設担当）は随時、設備・資器材、備品物資の状況を点検・確認

し、必要な更新等を行うものとする。 

表 ６-１ 携帯用医療機器病院在庫数 

医療機器 個数 保管場所 

心電図モニター 31 各病棟、透析室１、化学療法室１、救急

外来１、内視鏡１、西別館１、余剰は機

材庫 

酸素ボンベ 500L 38 5階機材庫５、４階機材庫５、３階機材

庫５、ICU２、救急外来２、歯科口腔１、

手術室２、リハ室１、ME室１５ 

1500L 7 人工呼吸器（HAMILTON・C1）に付属６、

ME室１ 

酸素流量計 29 ５東４、５西 2、4東３、４西３、３東

３、３西２、ICU２、手術室２、外来４、

リハ室１、ME室３

呼吸器 IPPV 11 ４西１、ICU１、５階機材庫１、４東待

機１、ICU 待機３、NICU待機２、救急

外来２ 

NPPV 3 ５階機材庫２、ICU１ 

輸液ポンプ 146 各病棟、カテ室１、中央処置２、透析２、

化学療法室１２、救急外来２、ME室１

０、３階機材庫５、保留中２９ 

シリンジポンプ 40 各病棟、カテ室１、手術室１０、救急外

来２、ME室６、３階機材庫４、保留中

１ 

新生児用クベース（県保有物） 1 NICU 
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表 ６-２ 資器材、備蓄物資 

資器材・物資名 個数 保管場所 

簡易ベッド 120個 北別館渡り廊下倉庫、立体駐車場コンテナ倉庫

担架（木製、アルミ） 18個 北別館渡り廊下倉庫 

ヘルメット 70個 北別館渡り廊下倉庫、地下１階防災倉庫 

毛布 30枚 北別館渡り廊下倉庫 

アルミマット 10枚 北別館渡り廊下倉庫 

ゴーグル 720個 立体駐車場コンテナ倉庫 

防塵マスク 1,800個 地下１階防災倉庫 

表 ６-３ 備蓄食料等 

食品名 個数 保管場所 

保存水 500ml 5,886本 地下１階 MDF室、地下１階防災倉庫 

保存水 2000ml 720本 地下１階 MDF室 

せんいのめぐみパン 900袋 地下１階 MDF室 

玄米がゆ 1,000袋 地下１階 MDF室 

スティックパン 350袋 地下１階 MDF室 

救命ライス 360袋 地下１階 MDF室 

フリーズドライご飯 450袋 地下１階 MDF室 

レスキューライス 400袋 地下１階 MDF室 

えいようかん 700本 地下１階 MDF室 

そのままご飯 1,350袋 地下１階 MDF室 

スマートフード 450袋 地下１階 MDF室 

ひだまりパン 468袋 地下１階 MDF室 
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■ 建物内のより安全な場所

・当院の建物内のより安全な場所は下図のとおりである。

・居室が富士山側にある入院患者について、全員を退避スペースへ避難させるまでには

相応の時間を要することから、可能な限り窓側から離れるよう呼びかける。 

一次退避：可能な限り窓側から離れる。（富士山側の諸室等） 

二次退避：居室から退避スペースに退避する。 

図 ６-１ 本館３～５階 
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図 ６-２ 本館２階 

図 ６-３ 本館１階 
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図 ６-４ 北別館１階 

図 ６-５ 北別館地下１階 
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第７編 防災教育及び訓練の実施、利用者等への周知・啓発 

■ 防災教育

・当院職員に対し、富士山噴火に伴う避難確保計画等の講演会や勉強会を実施し、職

員間の情報共有と意識の向上に努め、防災教育を積極的に取り組む。

・新採用職員研修時などに避難確保計画の説明を実施する。

・各部署への避難確保計画の配布と、職員用グループウェアーへの掲載。

■ 訓練の実施

・当院災害医療委員会を中心に、富士山噴火に伴う避難訓練を適宜実施する。

・国・県・市等が主催する富士山噴火に伴う訓練に協力及び参加する。

・ＤＭＡＴ関連の訓練にも協力及び参加する。

・院内防災訓練での避難訓練に合わせて、訓練を実施する。

■ 利用者等への周知・啓発

・入院患者向けにパンフレットを作成し、入院案内と併せて説明、周知する。

・当院ホームページに避難確保計画の概略版を掲載し、情報共有を図る。

・院内掲示板等への掲載。

■ 避難確保計画の見直し

・本計画は、当院の対策及び対応を示したものであり、独自の判断では定められない

ことも多いため、県、市にて構築する広域医療体制における関係機関との調整、ま

たは富士山火山広域避難計画の改定等にあわせて必要な見直しを行う。
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第８編 参考資料 

■ 富士山噴火警戒レベル

・富士山噴火警戒レベルは以下図となる。

※富士山では、過去に山頂以外にも山腹斜面の広い範囲から噴火したことから、噴火前に火口位置の特定が困難なため、
噴火するまでは火口周辺の警戒すべき範囲を設定しにくい特徴がある。そのため、噴火警戒レベルの運用として、火
山活動に高まりがみられた場合には、平常時のレベル１（活火山であることに留意）から、レベル２（火口周辺規制）

を飛ばして、レベル３（入山規制）に上げることとしている。

また、これらの噴火警戒レベルの運用とともに、富士山の地下で基準値以上の火山性地震が多発したり地殻変動が生
じるなど火山活動に変化が見られた場合には、気象庁から「火山の状況に関する解説情報（臨時）」が発表され、火山
活動の状況が周知される。

図 ８-１ 富士山噴火警戒レベル 

※
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■ 参考とするべき情報等

収集する 

情 報 等 
内  容 

発表 

機関 
収集方法 

噴火警報 

・予報

噴火警報は、噴火に伴って、生命に危険を及ぼす火山

現象（大きな噴石、火砕流、融雪型火山泥流等、発生か

ら短時間で火口周辺や居住地域に到達し、避難までの

時間的猶予がほとんどない現象）の発生が予想される

場合やその危険が及ぶ範囲の拡大が予想される場合に

「警戒が必要な範囲（生命に危険を及ぼす範囲）」を明

示して発表する。 

 噴火予報は、火山活動の状況が静穏である場合、あ

るいは火山活動の状況が噴火警報に及ばない程度と予

想される場合に発表する。 

噴火警戒レベルを運用している火山では、噴火警戒

レベルを付して噴火警報・予報を発表する。

気象庁 

テレビ、ラ

ジオ、気象

庁ホームペ

ージ、防災

行政放送、

緊急速報メ

ール（特別

警報のみ）

等 

噴火警戒 

レベル

火山活動の状況に応じて、「警戒が必要な範囲」と

防災機関や住民等の「とるべき防災対応」を５段階に

区分した指標。「避難」「高齢者等避難」「入山規制」

「火口周辺規制」「活火山であることに留意」のキー

ワードが付記され、噴火警報に付け加えて発表され

る。噴火警戒レベルに対応した「警戒が必要な範囲」

と「とるべき防災対応」については、市町村や都道府

県の地域防災計画に定められている。市町村の指示に

従って規制された範囲から避難する必要がある。 

火山の状

況に関す

る 

解説情報 

噴火警戒レベルの引上げ基準に現状達していない、

または警戒が必要な範囲を拡大する状況ではないもの

の、今後の活動の推移によってはこれらの可能性があ

ると判断した場合、または判断に迷う場合に、火山活

動の状況や防災上警戒・注意すべき事項等を伝えるた

め「火山の状況に関する解説情報（臨時）」を発表す

る。また、現時点では、噴火警戒レベルを引き上げ

る、または警戒が必要な範囲を拡大する可能性は低い

ものの、火山活動に変化がみられるなど、火山活動の

状況を伝える必要があると判断した場合に「火山の状

況に関する解説情報」を随時発表する。 

テレビ、ラ

ジオ、気象

庁ホームペ

ージ、防災

行政放送等 
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収集する 

情 報 等 
内  容 

発表 

機関 
収集方法 

噴火速報 

登山者や周辺の住民に対して火山が噴火したことを

端的にいち早く伝えて、身を守る行動を取っていただ

くために発表する情報である。 

気象庁 

テレビ、ラ

ジオ、気象

庁ホームペ

ージ、防災

行政放送、

携帯端末等 

火山活動 

解説資料 

写真や図表等を用いて、火山活動の状況や警戒事項

等について解説するため、随時及び定期的に発表する

資料である。 

月間火山 

概況 

前月１か月間の火山活動の状況や警戒事項をとりま

とめた資料である（全国版、各地方版）。 

地震・火

山月報

（防災

編） 

月ごとの地震・火山に関連した各種防災情報や地

震・火山活動に関する分析結果をまとめた資料である

（全国版）。 

噴火に関

する火山

観測報 

噴火が発生したことや、噴火に関する情報（噴火の

発生時刻・噴煙高度・噴煙の流れる方向・噴火に伴っ

て観測された火山現象等）を噴火後ただちに知らせる

情報である。 

降灰予報 

噴火により、どこにどれだけの量の火山灰が降るか

（降灰量分布）や、風に流されて降る小さな噴石の落

下範囲の予測を伝える情報である。 

噴火のおそれがある火山周辺で、計画的な対応行動

をとれるようにするために、定期的に発表する「降灰

予報（定時）」、火山近傍にいる人が、噴火後すぐ降り

始める火山灰や小さな噴石への対応行動をとれるよう

にするために発表する「降灰予報（速報）」、火山から

離れた地域の住民も含め、降灰量に応じた適切な対応

行動をとれるようにするために発表する「降灰予報

（詳細）」の３種類の情報として発表する。降灰量に

関する情報は、降り積もった際の厚さによって「多量

（1mm 以上）」「やや多量（0.1mm～1mm）」「少量

（0.1mm 未満）」の３階級で表現される。 

火山ガス 

予報 

居住地域に長期間影響するような多量の火山ガスの

放出がある場合に、火山ガスの濃度が高まる可能性の

ある地域を対象に発表する情報である。 
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収集する 

情 報 等 
内  容 

発表 

機関 
収集方法 

火山現象 

に関する 

海上警報 

火山現象に関する海上警報は、噴火の影響が海上や

沿岸に及ぶおそれがある場合に発表する。 

緯度・経度を指定して、付近を航行する船舶に対し

て警戒を呼びかける。噴火の影響が海上や沿岸に及ぶ

おそれがなくなった場合には解除する。 

気象庁 

テレビ、ラ

ジオ、気象

庁ホームペ

ージ、防災

行政放送、

携帯端末等 

土砂災害 

緊急情報 

 噴火によって山腹斜面に火山灰が堆積すると、少量

の雨でも土石流が発生することがある。こうした火山

噴火に起因する土石流による重大な土砂災害が急迫し

ている場合に、国土交通省が土砂災害防止法に基づく

緊急調査を行い、被害の想定される区域と時期に関し

て、関係地方公共団体の長に通知するとともに、一般

に周知する情報。 

 市町村は、土砂災害緊急情報に基づいて、避難指示

等の発令をする。市町村の指示に従って規制された範

囲から避難する必要がある。 

国土交

通省 

火口周辺 

規制・入

山規制 

 火口周辺に危険がある場合や、小規模な噴火が発生

するおそれがある場合等に、火口周辺又は火山への立

入りを規制するために、市町村が発表する情報。 

 噴火警報や噴火警戒レベルの発表がなくても火山活

動の状況等に応じて発表される場合もある。 

市町村 

テレビ、ラ

ジオ、防災

行政放送、

市町村ホー

ムページ等

避難指示 

 市町村が災害対策基本法第 60条に基づいて、災害

が発生し、又は発生するおそれがある場合において、

必要と認める地域の必要と認める居住者等に対し、避

難のための立退きを指示するもの。 

 噴火警報や噴火警戒レベルの発表がなくても火山活

動の状況等に応じて発表される場合もある。 

テレビ、ラ

ジオ、市町

村ホームペ

ージ、防災

行政放送、

緊急速報メ

ール等 
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付録 

１．関係機関連絡先一覧 

２．入院患者の院内搬送経路 

３．噴火警戒レベル別の外来向け配布チラシ 

４．デジタルサイネージ掲示用データ 

５．臨時駐車場の候補地案 

６．噴火警戒レベル等に応じた各機関の体制表 
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〔関係機関連絡先一覧〕 
■防災関係機関

１ 市関係

名称 所在地 電話番号 FAX 番号 無線番号 

富士吉田市役所 富士吉田市下

吉田 6-1-1 

0555-22-1111 0555-22-0703 地上系：9-220-

009 

衛星系：202 

２ 県関係 

名称 所在地 電話番号 FAX 番号 無線番号 

県福祉保健部医

務課 

甲府市丸の内

1-6-1

055-223-1480 055-223-1486

県防災局防災危

機管理課 

甲府市丸の内

1-6-1

055-223-1590 055-223-1429 地上系：9-200-

2511 

衛星系： 200-

2511 

県防災局防災危

機管理課 

火山防災対策室 

富士吉田市上

吉田 1-2-5 

0555-24-9036 0555-24-9038 

３ 警察 

名称 所在地 電話番号 FAX 番号 

富士吉田警察署

（警備課） 

富士吉田市旭 1-5-1 0555-22-0110 0555-22-0110 

富士山駅前交番 富士吉田市上吉田 2-4-11 0555-22-6110 

上暮地駐在所 富士吉田市上暮地 1-19-3 0555-22-3049 

明見第一駐在所 富士吉田市大明見 1-1-1 0555-23-3304 

明見第二駐在所 富士吉田市小明見 5-9-6 0555-23-3306 

４ 消防 

名称 所在地 電話番号 FAX 番号 無線番号 

富士五湖広域行

政事務組合 

富士五湖消防本

部 

富士吉田市下

吉田 6-2-6 

0555-22-0119 0555-22-8538 地上系：9-202-

038 

衛星系：433 

５ 自衛隊 

名称 所在地 電話番号 FAX 番号 無線番号 

陸上自衛隊第１

特科隊

忍 野 村 忍 草

3093 

0555-84-3135 0555-84-3135 地上系：9-220-

051 

衛星系：435 

６ 指定公共機関 

名称 所在地 電話番号 FAX 番号 無線番号 

NTT 東日本 山

梨支店  

甲府市朝気 3-

21-15

055-237-0554 055-221-2556

付録 1 
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名称 所在地 電話番号 FAX 番号 無線番号 

(株)ｴﾇ・ﾃｨ・ﾃｨ・

ﾄﾞｺﾓ山梨支店

甲府市丸の内

2-31-3

NTT ドコモ

山梨ビル

055-236-1251

日本赤十字社山

梨県支部  

甲府市池田 1-

6-1

055-251-6711

日本放送協会甲

府放送局 

甲府市丸の内

1-1-20

055-255-2148

日本放送協会甲

府放送局富士吉

田報道室 

富士吉田市下

吉田 4-7-53 

0555-22-0180 

東京電力パワー

グリッド 

(株) 大月支社  

大月市御太刀

2-2-14
0120-995-007 

７ 指定地方公共機関 

名称 所在地 電話番号 FAX 番号 無線番号 

(株)山梨放送 甲府市北口 2-

6-10

055-231-3232

(株)テレビ山梨 甲府市湯田 2-

13-1

055-232-1111

(株)エフエム富

士  

甲府市川田町

アリア 105

055-228-1100 055-228-6669

富士急行(株) 富士吉田市新

西原 5-2-１  

0555-22-7111 

富士急バス(株) 富士河口湖町

小立 4837  

0555-72-6877 

(一社)山梨県ト

ラック協会

笛吹市石和町

唐柏 1000-7 

055-262-5561 055-263-2036

吉田瓦斯（株） 富士吉田市下

吉田 6-5-1  

0555-22-2161 0555-24-0948 

(一社)山梨県ｴﾙ

ﾋﾟ-ｶﾞｽ協会

甲府市飯田 1-

4-4

055-228-4171 055-228-4173

富士吉田医師会 富士吉田市緑

ヶ丘 2-7-21  

0555-24-3747 0555-24-3746 

8 その他公共的団体 

名称 所在地 電話番号 FAX 番号 無線番号 

富士吉田歯科医

師会  

富士吉田市緑

ヶ丘 1-4-11  

0555-23-6650 

（公財）富士五

湖薬剤師会  

富士吉田市緑

ヶ丘 2-7-21  

0555-21-1516 0555-21-1517 
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■医療機関一覧

防：山梨県地上系防災行政無線 

１ 基幹災害拠点病院 

病院名 所在地 電話番号 一般病床数 備考 

山梨県立中央病

院 甲府市富士見

1-1-1

055-253-7111

防：9-210
629 

重篤な救急患者の

受入れ県外基幹施

設との連携医療ス

タッフ全県派遣

２ 基幹災害支援病院 

病院名 所在地 電話番号 一般病床数 備考 

山梨大学医学部

附属病院  

中央市下河東

1110  

055-273-1111

防：9-220-082
606 

県立中央病院とと

もに重篤な救急患

者の受入れ医療ス

タッフ全県派遣

山梨赤十字病院 
富士河口湖町

船津 6663-1  

0555-72-2222 

防：9-220-082 
224 

富士北麓・東部医

療圏を広域カバー

医療スタッフ全県

派遣  

３ 地域災害拠点病院 

病院名 所在地 電話番号 一般病床数 備考 

大月市立中央病

院  

大月市大月町

花咲 1225  

0554-22-1251 

防：9-220-090 
183 

４ 地域災害支援病院（東部地区） 

病院名 所在地 電話番号 一般病床数 備考 

都留市立病院 都留市つる 5-

1-55

0554-45-1811 
140 

上野原市立病院 上野原市上野

原 3504-3  

0554-62-5121 
135 

５ 富士吉田医師会富士吉田市内医療機関 

医療機関名 所在地 電話番号 備考 

天野医院 下吉田 1-7-19 22-4800

大田屋クリニック 上吉田 5-8-3 24-0678

大戸耳鼻咽喉科医院 下吉田 5-11-7 22-0268

奥脇医院 下吉田 3-25-5 22-0129

皆春堂田辺医院 下吉田 2-14-28 22-0140

加賀谷医院 上吉田東 4-15-34 23-2450

角田医院 下吉田 4-17-3 24-3883

クリニック小林 松山 5-11-6 24-5585

くわざわクリニック 上吉田 2-13-2 30-0133

ことぶき診療所 上暮地 5-8-16 22-9011

小林眼科医院 新西原 1-7-1 24-1166
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医療機関名 所在地 電話番号 備考 

さいとう眼科クリニック 下吉田 8-18-26 72-9111

ささき頭痛・脳神経クリニ

ック  

ときわ台 1-1-23 72-8877

佐藤医院 下吉田 4-13-17 22-5321

新西原クリニック 上吉田 4259-2 24-9911

鈴木医院 竜ヶ丘 1-4-8 23-7075

高橋外科医院 上吉田東 2-1-5 22-5200

高橋皮膚科医院 新西原 1-27-1 24-6000

つゆきこどもクリニック 下吉田 8-18-29 24-8300

トモエ医院 上吉田 2-10-22 22-0589

内藤医院 下吉田 3-9-13 22-0162

羽田医院 下吉田 2-2-18 22-0015

羽田レディースクリニッ

ク  

上吉田 6-10-14 30-0311

深澤医院 新町 4-11-12 24-1183

ふじさん腎臓内科クリニ

ック  

新西原 2-32-8 22-6501

ふじよしだ勝和クリニッ

ク  

上吉田東 1-10-1 24-8343

富士吉田泌尿器科クリニ

ック  

下吉田 1-22-12 28-5755

蓬莱整形外科 下吉田 1-3-21 22-0019

保坂内科クリニック 下吉田 5-25-20 22-5070

堀内産婦人科医院 下吉田 7-3-14 22-1151

宮下医院 大明見 6-1-6 22-5687

吉田医院 中曽根 1-5-10 22-0142

よねやまクリニック 下吉田 5-22-51 30-0238

樂々堂整形外科 上吉田東 3-3-30 24-1171

渡辺整形外科 新倉 2671-3 24-5330

富士の森クリニック 上吉田 7-12-14 30-5522

鈴木内科クリニック 旭 5-1-38 30-0016

かわむらクリニック 上吉田東 1-5-51 20-1180

樂天堂整形外科 上吉田 2-5-1 21-1161

高田内科クリニック 上吉田 4203-2 20-1760

いしだ女性クリニック 上吉田 2-5-1 25-7100

富士彩クリニック 上吉田 3-4-28 28-6222
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○ 市内薬局・薬店一覧

名称 所在地 電話番号 FAX 番号 

あんず薬局 旭5-1-37-1 22-8255

アイセイ薬局 下吉田店 下吉田4-17-3 30-4141

アイン薬局 富士吉田店 上吉田東7-12-1 21-1080

池谷薬局 下吉田5-11-3 30-1035

ウエルシア薬局 上吉田店 中曽根1-8-14 21-2070

ウエルシア 下吉田店 富士見5-5-38 20-1131

ウエルシア 富士吉田店 上吉田東6-4-30 21-2216

かえで薬局 下吉田店 下吉田5-18-24 22-3202

壁谷薬局 上吉田2-1-16 22-0218

共創未来 富士山薬局 上吉田東3-4-1 21-1060

共創未来 富士吉田薬局 上吉田2-5-1 21-2202

クスリのサンロ-ド 上吉田店  中曽根2-13-29 30-0100

クスリのサンロ-ド 下吉田店  下吉田8-4-19 30-4136

クレチ薬局 上暮地1-17-21 23-7613

サンドラッグ 富士吉田店 中曽根3-11-48 30-2110 30-2111

承徳薬院 中曽根1-1-8 22-1850

住吉薬局 下吉田3-6-41 22-0056

セキテイ薬局 富士吉田店 ときわ台1-23-1 24-8931

中央薬局 下吉田4-13-15 22-2440 24-5985

千葉薬品 下吉田3-41-12 23-3522

ツルハドラッグ 上吉田店 中曽根2-13-7 21-2266

ドラックセイムス 下吉田店 新町2-4-12 24-7000

日本調剤昭和通り薬局 下吉田8-18-27 22-8511 22-8512

日本調剤ふじ吉田薬局 上吉田東7-14-5 21-1200 21-1201

ハートフル薬局 富士山店 松山5-10-29 24-8102 24-8103

（社）富士五湖薬剤師会救
急調剤薬局  

緑ヶ丘2-7-21 21-1515

富士桜調剤薬局 上吉田3-2-19 28-6306

ヒロ薬局 富士吉田店
上吉田 2-5-1 富士急ﾀ-ﾐﾅﾙ
ﾋ゙ﾙ5F  

21-2202

ふたば薬局 吉田店 上吉田東7-10-14 24-9567

フルヤ薬局 上吉田27 22-2484

丸善薬局 下吉田2-1-6 22-0138

マルナカ薬局 下吉田4-1-8 22-0200

三国屋薬舗 下吉田1-1-5 22-0120

みのり薬局 上暮地店 上暮地5-5081-2 30-1230

みのり薬局 月光時通り店 下吉田3-11-1 28-6070

宮本屋薬局 竜ヶ丘1-5-20 24-0046

宮本屋薬局 上吉田店 中曽根4-9-5 20-1177

守山薬局 大明見6-17-1 22-2649

ヤマグチ薬局 上吉田店 上吉田7-12-13 30-2038

ゆず調剤薬局 上吉田5-9-8 24-5560

よつば薬局 下吉田店 下吉田1-3-20 30-4101 30-4102

渡辺薬局 下吉田3-12-16 22-0979
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